
各国の主要政治・経済イベント予定 （２月６日時点）

3月の各国主要政治・経済イベント
日本 米国 グローバル

上旬

24年10-12月期法人企業統計（4日） 2月ISM製造業景況指数（4日）
対墨・対加への追加関税適用開始（4日）
2月ISM非製造業景況指数（6日）
2月雇用統計（7日）

（欧）2月消費者物価速報値（3日）
（中）2月財新製造業PMI（3日）
（欧）ECB理事会（6日）
（欧）24年10-12月期GDP確報（7日）

中旬

24年10-12月期GDP2次速報（11日）
金融政策決定会合（18-19日）
2月貿易統計（19日）

2月消費者物価指数（12日）
2月小売売上高（17日）
FOMC（19-20日）
予算教書、大統領経済報告（未定）

（英）金融政策決定会合（20日）
OECD世界経済見通し発表

下旬

2月消費者物価指数（21日）
2月鉱工業指数（31日）

24年10-12月期GDP確報（27日）
2月個人消費・所得（28日）

（英）23年10-12月期GDP確報 
� （28日）

（注）��作成時点で、第一生命経済研究所経済調査部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負
いません。

　米国のトランプ大統領は2月3日、メキシコとカナダに対する関税の引き上げを3月4日まで延期する大統領令
を発令しました。今回の関税引き上げは、「メキシコ、カナダを経由した中国からの麻薬流入」、「メキシコ、カナダと
の国境を通じた不法移民の流入」に改善の兆しが見られないことを理由として、トランプ大統領が就任前の昨年
11月にSNS上で表明していたものです。関税引き上げを回避するために、メキシコ、カナダの両国はトランプ大統
領との対話を続けてきたものの、２月１日にトランプ大統領が「４日から、メキシコとカナダからの輸入品に25％の
関税を、中国に10％の追加関税を課す」大統領令に署名したと報じられ、世界経済に衝撃が走り、金融市場は一気
にリスクオフに傾きました。メキシコ、カナダも報復措置を講じる構えでしたが、関税の適用開始直前に、警備隊の
増員で国境管理を強化すること等で合意したとして、米国は関税適用の１か月延期を決定しています。
　メキシコとカナダへの関税引き上げは一旦回避されたものの、トランプ大統領の自国主義の姿勢が緩和され
たわけではなく、３月４日には再び関税引き上げの問題に直面することになります。また、中国には４日から10％の
追加関税が適用開始されており、中国も米国からの輸入品の一部に最大15％の追加関税を課すことや重要鉱物
の輸出規制を強めることを決定しています。トランプ大統領はEUに対して追加関税を課すことも明言しており、
トランプ関税は「ディール」から貿易戦争に移行する危うさを見せ始めています。今後のトランプ大統領の通商政
策による各国経済、金融市場への影響は不透明感が強く、国際社会はトランプ大統領の動静を、固唾をのんで見
守ることになりそうです。� （主任エコノミスト ： 阿原健一郎）

３月の政治・経済イベント「貿易戦争移行のリスク」
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